
「ヮーク・ライフ・バランス」をめぐる新展開
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欧州にみる人間らい、労働と生活を志ド・ける本来のワーク・ライフ・ハランス（WI」13）

に比して、わが国のWLBは、労働ヒソクバ／の【卜に付置付けられ、極めて制約された

財界「導の特Hが強いし〕WLBは、当初の少了化対策・子育て文援策イメーノの引き摺

りがあり、また、「訳納l（bFllance）1概念のW一丁」爪のウェイト配分（調整）、「一律背

反」に粗和的ゆえの狭腿さを内包するゎ経済同左会の新提唱する「統合化l諭（「W＆

L I」）は、21t世紀Jt■用かきんモデルとして装い新たに射場した。耕モテルは、先の「淵

和」論に込めた財舛・人企業サイトのねらいをよりタイナミ　′クに体現するイデオロギー

であり、従来の機能不全たる諸施策の“弥鑓”策の性格を持っ。労働ヒソクハンの新展

開に阻止、し、解雇規制を解除し、老若男女の全彗働古を対象に、山L入れ日出で企業枠

を超えた柔軟な労働巾場形成を口精している。そのH体化は、「植断的な労働法制」、福

利厚ヰ・退職金の軌自し、「雛血ルールl制は、個人叩位の成果1義的競争l義（職務・

役割ベースの人里・報酬制度）の逐日尤とを適してトノバ叩化へと向かわせ、一肘の嬢

m・職場環墳の劣化や牛相木】雌を労働占・国民に傾いている。　力、経営危機や貧lペイヒ

進石のこの時射こ「WLBところではない」との言説もあるが、rV．′Ⅰ．B遥持」・「日動指

針」・「2川紀里働きカモテル」捉∴1からは、カ削岩・国民の要求を一部反映し、ボン

ティフで切実な要求項∩・数値目標を看取しうるし，それらの多くは、伽くルール確立の

初歩的Rり提案作をなすが、働く人々それぞれ〃）ライフステー∵ノで克夫した′活を尖感し

うる上では喫緊なものである。真のWLlH【会にl叫ナた運動が、「．漕牌l」や「統合化」

の曖昧な概念楳イ1の臨肘のなかで溶解され画餅化に来I壬さぬよう、労働・雇川の胃と総合

的包括的′1活保障の確保を「1指す、新しい段階での多様で柔軟な攻勢的取り組みの探究

が必貴である。

l　　■・．

1　はじめに

u W1．1日什会モテルと「ワーク・ライフ・ハラ／ス‘掛．Ll・「j」動指針」

m w－1．の「調和」と「統合化L　との臨渥

Ⅳ　ワーク・ライフ・ハランスのノ実現にl叫ナて
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「ワークtライフ・ハランス」をめくる新展開（荒岡）

Ⅰ　はじめに

1980年代に欧米で始まったワーク・ライフ・ハランス（work－1．rebala。。。）1）

は、「什事」とr生活」の調整を図り、人間らしく充実して1きたいという労

働パの願いが込められている取り組みである。仕勤ま、人間のあらゆる行為が

含まれる総合的包肺的な概念である隼活の・都でありながら、「他の領域を任

し巨大化している実態」十がある。「働き方」・「隼き方」をめくり、r仕事」と

「牛活」の相克がみられることで、最近日本でも、政府や財界か鳩んにり【ク．

ライフ・ノ、ランス（略称WLtう）をとり挙げ、報告・提言化の動きを慮めてい

る。

わがL卯こおけるWLB施策の矧調J）をみると、「国際婦人年」（1975句二）、「男

女則り撤廃案的」採択（1979年）等の国際的動きを背景に、「男女雇用機会均

等法」（1985年成立、97年、06年改正）では男女平等への政策化もあり、少子

化対策・子育て支援を念頭に閃いた「仕事と家庭の両立」支援策1）が登場した。

次いで、男性労働者も対象とする育児休業・短時間勤務制度等の雇用環境の整

備、什事優兄の「働き方の見直し」（多様な働き方）や「什事」と「什事以外

のr■1動（家庭、地域・ボランティア活動、学習等）」との「調和」の視点・〉）か

重視された。さらに、近坪では雇用・労働政策分野に留まらない、社会保障や

税制度に及ぶ止、く「総合的な」施策へと展開をみせている。

関係l紺僚、繹済界・労働界・地〟公共団体のリーク【及び学識石からなるW

LB推進口民トソプ会談において、2007年12月に「仕事と年活の調和（ワーク・

ライフ・ハランス）憲章」（以下、「WLB憲章」）及び「什事とヰ活の調和推

進のためのわ動指針」洞、「行剛指針」）が制定6〉された。人口減少の趨勢を

にらみ、f育て期をはじめ人′巨の各段階で国民一人ひとりが「仕事」と「生活」

との「調和」の図れる、多様な生き方・働き方の可能な祉会を目指し、取り組

みを進めることが確認された。しかし、そうした1椚）組みも、総理府特別世論

調査（200的GJJ）結果′によれば、6割余の人が「什事と′1活の調和（ワ【

ク●ライフ・ハランス）」の「手痛も内容も知らない」（601％）と答えている。

WLBそのものか末だ国民の問で充分認知されておらず、取り組みの遅れはl県
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「ワーク・ライフ・ハランス」をめくる雛展l用（荒岡）

らかである。

「WLB憲ぎ苺1・「行動指針」の制定に影響をりえた関連報掛こは、繹済財政

訊問会議・労働市場改革尊「け調杏会の「働き方を変え、日本を変える　《ワーク・

ライフ・ハランス憲章の策定》」第1次報苫（2007イ日月6日）札’や「子とも

と家族を応援する11本」重点戦略検討会議の「『屯甜酬略に向けての抜本的考

え方』について」申開裡‡1，（l□J年6日l LJ）日、さらに、それらを反映した

「経済財政政市の基本方針2007」（同年6ノ」19日）及び内閣府の男女共H参画会

議・仕事と佃．の調和（WL鋸に関する専門凋査会0〕「『ワーク・ライフ・ハ

ランス』推進の基本的方向幸腔1多様性を尊重し什市と／l活が好循環をヰむ社

会に向けて」（同年7日γ■等がある。）それら・連の報告での1▲要点や施策力向

は、経済財政諮糾会議でまとめられ、rWLB憲章」・＝」動指針」として「ロ

民トップ会議」で策定された。

今、なぜ什事と／1活の渦和が必要なのか。「WL B憲章J　では、什事（W）

と／トr占（L）とに深刻なコンフリクト、不調和（Imbalance）か隼じていると

して、次の請要囚・背景を挙げている。

先ず第1に、‘友定した什事がなく、経済作」自立ができず日、日事と7台てや

老視の介護との両立に悩むなとの「什事とノー宿がl山いナLにくい現実」である。

次いで、生は不一友を抱える非止祉圭一ユ急増の一方で、止社員の長時間労働は高山

まりしたままという「働き〟の　柚化」問題がある。確かに、フリーターやワー

キンクプアなと勤労貧困層増大とともにlt社員の世界で冠たる長時間・過密労

働とが並存する現代日本の往因17Jに対し、人目j】らしく／1＿きるための働き方の

「見l自し」は喫緊な課題である。さらに、共働き世嗣は既に過半数を占め、女

件や高齢者の就業や地域活動等への参加なと人々の／霊き力・働き方が多様化し

ているにもかかわらず選択肢がl；民定され、多様な人材の活用し∫拍巨な祉会的基盤

が未形成であり、また、職場や家庭、地域では、依然として男女の囲定的な役

割分れ意識が残っている、等か指摘される。

「仕事と生活の相克」とネl会変貌の激しい現代日本では、結婚やナ育てに関

する人々の希望の実現はl困難であり、「家族間らん」や「地域で過こす」時間

確保も難しい扶態の一般化は、少子化要し人lや人目減少にも繋がっている。
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「ワーク・ライフ・ハラ／ス」をめくる新展開（荒帆）

少r化の流れを変えるために、「働き方の見直し」・「長時間労働の足止」に

よって、「女性が安心して結婚、出産し、男女ともに仕事も家庭も大事にしな

がら働き続けることができるシステム」】りへの変革か求められる。従来の什事

中心の男性モテルの働き方・生き方及び「不調和」を生む制度を改革し、

WLB祉会の実現をみなければ、「我が国の社会を持続ロJ能で確かなものとす

る」】1’ことはできないとの強い危機意識が「WLB憲章」・「行動指針」の背景

にうかがえる。

なお、WLBの定義■h）について、各取り組み主体や研究者間で明催な合意が

あるわけではないが、政府サイトのみならず労働界も「働き方の見直し」を軸

にそれを実相】J能とする総合的なWLB支援推進の方向では一一致している。

本稿では、現段階における政府・財界サイトのWLB施策の主要点と基本方

r旬を、W－I」の「調和（Balance）」と新しい提案である「統合化（1ntegratlOrl）」

に関連付けて検討し、WLB実現への条件懲備課題を明示する。

u WLB社会モデルと「ワーク・ライフ・バランス憲章」・

「行動指針」

「WLB‘起草」で掲げられた＜什事と生活の調和が実現した幸1会＞とは、

「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕当り＿の童圧を果た

すとともに、家庭や地域性活なとにおいても、子育て期、LhE↓年期とい一〕た人

件の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」川、である。

「仕事」と「年活」の「調和」のあり方は人ひとのライフコースに関わるが、

男情か女桝か、青年期か高年期かで、また、各牛活領域（家庭・企業・地域な

と）へのコミットメント度合いも「調和」の中心課題も人生のステーソ別に異

なっている。WLB女権策とその課題解明に、総合的で体系的なアプローチ】7）

が要請される所以である。

「WLB適苧」ではWLBの実現した祉会モテルを次の3，）で構成Lている。

貝体的には、社会モデル1は、「就労による経済的自立がロイ能な祉会」である。

経済的日立を必要とするワーキンクプアや非正規雇m労働者、とりわけ若者が
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「ヮーク・ライフ・ハランス」をめくる新展開（荒l姻）

いきいきと働くことができ、結婿やJl百てに保ける希望実現のための経済的基

盤の確保可能な社会である。そして、什会モデル2は、l「規雇川労働苗の長時

間労働や「生活」の質を問う、r健康で豊かな生r占のための時間が確保できる

社会」である。成果＿主義型貰金・処遇卜で過労死・過朔日等貴が激増し、メンタ

ルヘルスケア問題が今日一同深刻化川、している。働く人々の健康が保持され、

家族・友人なととの充実した時間、口己惰発や地J或は動への参ノJ口なとの時間を

持てるゆとりある祉会の実現は重妾である。さらに祉会モテル3は、性や年齢

なとにかかわらず、誰もが「多様な働き九・／1＿きんが選択できる社会」である。

女性の社会参加の高まりをふまえ、とりわけ、女性と高齢君の多様な働き方や

生き方への挑戦を支える祉会的拡盤の幣備された社会である。J′台てや粗の介

護が必装な時期や状わいこ止、じて「多様で柔軟な働きカ」が選択でき、r公止処

遇の確保」された社会でもある。

それぞれのネl会モテルが担い解決寸へき問題はおしなへて「／【＿活権1（「R本

国憲法」第25条）、勤労稚（向、第13条）に関っており、総合的で多角的な施

策と取り組みが紫請される。若年・非11＿規雇用労働者の雇用・低収入問題（社

会モテル1）があり、什規雇用労働省の長時間労働相題（「司2）、さらに、女

性・高齢者等の限定された「生き方」・「働き方」問題（周3）等が■い心的テー

マに座っているのである。「行動指針」では、それらの貝休的打開、克服に向

けて「企業とそこで働く者」（労使）を始め国民か積極「伽こ根り射1むことはも

とより、同や地方公用、川本が支援を強め、社会全休の運動として拡大していく

必要性を腱調する。

ところで、WL13の批准支援策19）としては、長期休蝦制度をはじめ男女とも

対象にした仕事と家庭の「叶沌支援策、充実した家族政策で知られるスウェーテ

ン、フィンラントなとの北欧諸阜lや隼活保障施策の充実したフランスなとの施

策例が挙けられることが多い。

わが国におけるWL B施策の位置付けと収り射lみ万rf1Jは、欧州のWLB先進

諸因とは異なっている。Wl．R推進を兄導する繹済朗政諮lJ～】会議■つ封勤市場改

革守門調否会には、御手洗ロー十大緒川連会長等の財界代表が参加しており、省

界代表・fJ識者の意見を広く†分反映し経済政策を審議・検討する機関である
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「ワーク・ライフ・ハランス」をめくる新展開（御射

はずが、事実上、財界の意向や影野力が強く押し出される機関となっている。

WLB社会実現にとって企業の取り組みが大きな位置を占めることは否定しえ

ないが、h］］諮問会議に先導されたわが国のWLB論の特徴は、WLBの⊥＿台に

「働くルールの破壊＝労働ヒソクハンが位置っけちれている」封＝ことである。こ

うしたWLB提言の特異な恍格に主眼を置いての探究は重要である。

周知のように、労働ヒソクハンは、1995†Hこ発表された財界戦帖のH経連

「新時代の『日本的経常』」にもとっさ、本格的に推進された。藤H」宏たちの指

摘するように、90年代、l′は以降に、労働法制改悪なと労働ヒソクハンの「第

段階」2日の攻撃がみてとれる。この財界戦略は政府のサポートにより、裁昆労

働制拡大やツJ働者派遣の自由化、労働時間の弾力化や女√保護規定の憶止なと

の財界要求が次々と打ち出された。その結果、ワーキンクプアをはじめとした

膨人な失業省・非正規労働者群が構造的に形成22）された経緯がある。

なお、労働ヒソクハンを先導する繹済別政諮問会議には、財界のねらいがよ

り貝硯化された前述の「働き方を変え、日本を変える」の第1次報告がある。

WIJR実現を日本の緊要課題と捉えた上で、働き方に歪みが坐しており、働き

丁の前には「6つの壁」が「たちはたかっている」2弓ノと現状分析する。すなわ

ち、α止規・非正規の壁、②働き方の壁、③性別の壁、④官民の替、⑤咋僻の

壁、（馴司鳩の壁である。これらの「壁」を崩すには、「多様な働き方の選択

肢l己■が川意され、多様で公l「な働きんを保障する労働巾場の改革が緊要であ

るとされた。

WLl∃論1の村会モテル2で重視された「働き方の見直し」に関連していえ

ば、先の第1幸【達てlTでは、多様な保育サーヒスの提供、保育所整備による待機児

童の師椚の他に、r多様な働き方の権利を含め、働き方の共通原則の稚、■日　と

「働き方の見直しを通じた†l事の効ヰ化で作間労働時間の人帖削減」なとが提

起されていた。樅利としての多様な働き力や年間労働持問の大幅削減は、字義

通りであれは重要な施策目標となるものであり、IWLB憲苛」・「行動指針」

に反映されている。政肘サイトの「WI．11憲章」・「jJ動指針Jにも、長時間労

働の山肌」標が掟小されていることの・ま卦ま小さくない。「行軌指針」（別紙l）

には、10fl後に、週労働時間60時間以上の雇用者割合を108％（現状）から半
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「ワーク・ライフ・ノヾランス」をめくる新展開（荒岡）

減、イ†次有給休暇取掛幸′の100％完全取得、さらには男性の育児休業取得率05

％（現状）を10％にアノ70させる等を掲けて阜）いる。

「行動指針」（別紙1）には、長略聞・過密労働に苦しむ日本の′方働舌の要求

を反映し、川次有給休暇」の完全取得・「週労働時間60日描礼以上の腐川名の割

合」の、Il満なとの異体的数他日標を掲けている。

なお、Wl．1∃論lの什会モテル2で引見された「働きノノの山■＝ノ」は、経済

則政諮問会議に倣えば、労働名の賃金・労働条件の引き下げさえ仰せれうもの

である。第1次報八において、成長減速卜にあって思川保障のコスト負担が人

きくなっていることに難色を示し、【l▲什罠と非Il規社Hとで「根拠のない大き

な差が／1二している場合があるド丘と指摘するくだりは、正規とJl正規の「壁」

を壊す「い身も、低い垣根での柔軟な非止叔身分への変更推進であり、低篤金の

非［▲克郎1日をll▲規ネIH水準に引き上けるというよりも抑L並へてJl止規祉貝水

準への低賃金化する提雀である。

畔かに、現在の止規と非」Ⅰこ規のに金等労働条†′lの格差は小さくはない26－が、

「壁」をめくる退本問題点、まっとうなむらしを求め働く双方の労働者屑間に

ある「畔」問題ではない。膨大な非【l弧い勤労矧7馴′iにおける低収入でィ、′友定

な「‾牛沌保護基準以下」の「／いれ巨伏態からの脱出を妨ける「壁」、人企業や

大資産家・富裕層との格差問題こそが川われるへさである。勤労貧凶相の／l椚

水準の低1けを【文lり、樅利たる平芳保障の取り組み町柏に立ちはだかる　F璧」

こそが閃題なのである。

労働ヒソクハンr第1段階」の攻撃を踏まえて、さらに、暇人な構造的な尖

業者・非l「‾規労働者群を十台に推進を倒図している′芳働ヒソクハンの「第2段

階」の攻撃がある。それに闇わる新い1提∴・動l帥こついて次に検討する。

III W－Lの「調和（Balance）」と「統合化（Integration）」との臨界

年庄僅IhHによる利潤追求推進を基調とLつつ、財界の成長戦略の只休化を

阿る経済瑚政諮問会議の意l六日ま、「WT．n忠生い「行動指針」の文口にも活か

されている。WLB社会実現にl局け傑日系占が果たす／＼き役割として、「企業と

－7－



「ワーク・ライフ・パランス」をめくる新展開（荒l．鋸

そこで働く者」は、業務の見直し等により「協調して生産性向」二に努めっっ、」

「働き方の改革に白主的に取り組む」27）ことを提言している。「企業」と「働く

肴」とが同列の共同パートナーとして扱われることで、企柴の社会的責任が免

除されている。

そうした基調からの財界戦略に新しい展開がみてとれる。その具体例は、経

済lnJ友会（代表幹事・桜井正光リコー会長）の公表した提言「21t什紀の新しい

働き力『ワーク＆ライフ　インテクレーション』を日柄してJ（200郎15月9

【げHJである。新しい体系的装いで練り「けられた同提言の作成推進母体は、

「21111紀の労働市場と働き方委員会」（委員長・白馬利男冨十セロソクス取締役

相談役）である。同「提言」では、会社での働き方と個人の生活を柔軟かつ高

次ノしで統合・運用する（傍点筆名）ことで、生産性や成長の拡人を実現すると

ともに、働く人が充実感と幸福感を得られることをめさすとして、企業内ルー

ルや労働法制・制度等の改革にも踏み込んでいる。

21†什紀彗りの新しい働き方モテルでの提′バ内容に即して検言」し、同「提言」の

】二姿な問題ノ軸こついてみていこう。経済同友会の現状認識は次のようなもので

ある。ト二侍の神器」（終身雇用、年功序列、企業内労働組合）の「‾古いOS」

を基本構造とする「20世紀型働き方」は201什紀終盤のハフル崩填段階から行き

詰まりをみせ、日本企業は、それへの様々な手直しを21Llt紀初頭まで試みてき

たが、事態はむしろ悪化している。

例えば、脱年功化として成果給の導入、人件門の高騰に対しては役職定年・

早期退職勧奨制度や新卒の採用抑制、請負・派遣社員増、ノー残業テー実施等

なと手直しに取り組んできたものの、日本経済の地盤は沈下し、「長期不況の

なかで緊急避難的に実施したコスト削減に偏った成果†義に対する反発や、

『就職氷rUJ親世代』、ワーキンクプアの発生なと、むしろ停滞感と社会的不正義

の問題を稚成した」29）というのである。「WLB憲章」・「行動指針」制定後2年

を経て危機意識のさらなる深まりが色濃く投影している。

経済l札友会は、今後の日本の進路について、「クローハリセーンヨンとlT

化」なとのメカトレントを見据えたしで、現状維持・締小均衡ではなく「競争

と成長」の道を選択すへきだと訴える。そうした選択に昭止、する経営視点には、

－8



「ワーク・ライフ・ハランス」をめくる新展開（荒l凋）

庄〕新たな労働力の発掘・旭川、（釘総合「rJな／l産件の【FJJ上、③働く人の幸せの実

現、④日本間石の価値維持、の「4つのねらい」を定める必要を強調する。少

子化による労働力人口の減少を前提に、女性、高齢占、宕咋占、外国人なとの

未活用の「人材フル浦川」（（圭）を求め、また、労働力の最の催保たけでなく、

■計暖人材の百成・確保、個の自＼丁と成長による「／†油性のl司L」（②）が重視

され、それを可能にする労働11」場整備か求められる。さらには、偶の多隠Plが

尊重され、Jr止規祉邑をも考慮に入れた、イ⊥雫による成長′実感と私生活の充実

で得る「働く人の†せ」（③）実現はィ、ロJ火であるとされる。

さらに、そうした3つのねらいを実践するⅠで、昆期的視点の経営や現場中

心のプロセスイノへ一一二／ヨン、合志とチームワークによる実力、柔軟机、勤勉

性、職人気質、謙虚さ、礼儀、忍耐、思いやりなとの「日本国有の仰！伯」（唖）

の維持・強化に結びつける経営視点が強調される。クローハリセー／ヨンのメ

カトレントを捉え、「【上l家としての総合的な「いナノ」」を確保しつつ、基軸を従

来の園定性や閉鎖性から流動性や開放性に移すという、r U本桐打の価値を継

承しつつ、パラタイムソフト」の道である。こうした政策の展開は、「構造改

革」路線を継承し、憲r」、体師トの挑単組′J件格の強い、優れて新保守l義的戦略

に親和的なものとなっていく可能性の一式いものであるゝ〔‖（）

それら14つのねがい」を‘夫現する＜21世紀型の新しい働き方＞として、経

済同友会は、「ワーク＆ライフ　イ　ノテク　レu一二／ヨ　ン（WoIk＆Balanee

IntegratlOn●略称「W＆LI」）」を提案Lている。

新い、l百」提案は、先の働き方ヒンヨンWL Bにみる「調和（BalanCe）」論

では「『什事』と『／l活』を対立的に捉え、　▲律背J又のような印象を与える」

点で不1分であるとみる。高齢書の活用、キャリアアノブを志向する若年苦等

も含めた働き力全般の見直しが求められているにもかかわらず、「少／化対策・

子育て支援策というイメ一一二／が強1い。加えて、「『安定しているが什事偏重の

正社員』と『生活を重視できるが不安定点非止規祉昆』という二権化を温存し

たままでは、就業形態による待遇格差の国定化に繋がる」との懸念日、も訴えて

いる。そのうえで、WTIうの考え方を否定するものではないが、それに付随す

る国定的なイメーシから脱去りし、r本来持っているねらいを表現する」必要が

－9－



「ワーク・ライフ・バランス」をめくる新展開（荒岡）

図1バランスからインテグレーション（統合化）へ

込』旦

①時間活用の効率化在宅勤務、コミュニティーオフィス
②時間配分の変動化出産・育児、介護
③キャリア形成の活性化専門教育、上級学歴
④生活設計の多様化マルチジョブ、シーズン型ジョブ
⑤活動組織のマルチ化NGO、多国拠点

l価　経済晶7」友会「2日1胤の斯い、働き方『ワーク＆ライフ　イノテクレーション』を

∩指して＝犯脾升5月911、Iu旧芸．】F、14白こ。

htLr・／／wwwdoyukalOrJp／polleyprOpOSals／artlCles／2008／080509ahtml

あるとして、新い、提案「W＆LI」のメリソトに言及する。それは、吊根は

低く全ての働く人が「山入り自由」な流動性の．笥い働き方が可能であり、川

中」・「′卜情」双力の質を高める「相乗効果」を発揮するというのである（図1

参IIJl）。

人間らしい労働と加古を志向する、欧州にみる本来のWLBに比して、わが

Hの財界卜導のによるWLBは、労働ヒソクハンの中に位置付けられた極めて

歪曲され制約された「支援」策的性格の強いものである。それでもWLn施策

の経緯でみたように、仕■ポ（W）と生活（L）との関連を、「時間配分」のハ

ラノスのとり小こ限定して狭く捉えているわけではない。「WL虹避章」は冒

頭で、苗らしを支え、′ゴ▲さがいや喜びをもたらす「什弔」も、家事・育児・近

隣との付き合いなとの「生活」も暮らしにィ、可欠であり、それらの「充実あっ

てこそ、人／lの／1きがい、喜びは†こ三増する」12と断声してもいる。

しかし、現実川柳′J残材潤摘了の時間配分においては、残業を継続すへさか、

それとも早目に切り上けさせてもらって保育拉＝こ子ともを迎えに寺」くべきかな

との選択を迫られる。「調和」論自体が、社会政策や家政学での分析手法上の

引きずりが掛、わけではないが、Wと1．とを什肇と家庭′1滴、労働′l活と消費

－10



「ワーク・ライフ・ハランス」をめくる斯展開（荒岡）

生活とに区分し、それら生病に派生した「イノハランス（不均衡）＝笥題のハ

ランスのとり〟及びその支援策をWl．Ⅰ与のIl心に位置付けられてらいた。当初、

WLBが什事と「市て支援に照準を合わせ矧消されていた経緯もあり、「調和」

（balance）ないしr両立」概念には、‾域のウエイト配分（調整）、「二律背反人

「1隠化」に親和的であり、「W＆L I」いわゆる「統合化」論に指摘される

ような概念卜にすきまと狭隙さがある。「印象を与える1・「イメー／が強い」

という言葉を川いながら、WLBと差異化し「統合化」論の優ィ、川を説明して

いるが、まさにそうした「調和」論の弱点昂ついてのことである。

また、21世紀刊の働きカを貝現化するために「糾い、OS（新・潤の神器）」

を打ち出し、それらの構築の必要件を説いている。「新・栢lとは、爪従来

の「包括的全人格的」労働契約による「‾就祉」ではなく、職掛こ基っく個人と

会社の契約である「職務・役割】義」、②流動化を前祝に人を育て、人を活か

す「“人朗”1＿義」、さらに、㈲多様な人目の多様な働きカを認める「多様性

主義」、の3つである。

21世紀の断い、働きム実榔こ経営ポとして成すへき川本的施策として、「市

場価値を持っ“人朗’’という基本認識l・「“人財”の教斤、訓練、育成」とと

もに、③において、「多様で恒根の低い雇J¶条目」・テレワーク等「多様で柔軟

な働き人」が重視されている。流動性を増すことで「仕事」・r家庭」がrイン

テクレート」され、よりスムースで納得感のある、例えば山産後の職場復帰も

可能となるとみる。従来のl＿張やWIJR「行劫指針」でも、多様で柔軟な働き

方への言及がみられたが、それは、川■lFのLj標を達成するためl「介業は／1一任

作の向卜を実現し、従業員は百児や介護なと自己の牛涌ニースに即してメリハ

リのある働き方が可能となる」∃l（傍点筆舌）ことを指摘していた。多様かつ

柔軟な働き方をロイ能とする選択麦とは、貝休的には、短時間勤務、裁u労働、

／1宅勤務（テレリ∴－ク笥）なとの労働時間や就労場所を多様に用意されること

である。

多様で柔軟な働きノJ　堰は、確かに、柔軟で、融通のきく労働舌・閑民のニ【

スに副う働き力の側面も仰せ持ち否定されるものではない。持令・労働条件の

仁一J⊥・、巨笥待遇化の前進卜での働く時関や場所のr柔軟さ」であるならは人い

∴



「ワーク・ライフ・ハラノス」をめくる新展開（荒抑）

にメリ　ソトのある働き〟ともいえよう。しかし、「W＆LI」の推進しようとい

う多様で柔軟な働き方は、①の「職務・役割主義」でみるように、会拙こ必要

な「職務・役割」（ミ　ソショ／）を先ず明碓化し、それをふまえてそれぞれ通

日対価を定め、職務・役割へ－スの報酬制度の確立のなかで実わに移そうとい

うのである。個人と会社との職務・役割に基っく雇用契約が、自主的かっ対等

な閲係にあって、個人（雇用される側）が「多様な働き方」をH由に選択でき

る・・J恍性は指＝寺できない。評価が職務・役割に期待される標準成果を基r勘こ、

個人の目標設定とアウト70ソト・へ－スの成果で実施され、就業形態に関わり

なく、職務・役割へ－スで昇櫓・昇給も決められるとすれば、職務・役割1義

の装いで、個人甲棺の成果主義的競争主義の推進・運用が【Xlられることになろ

う。多様就業形態からなる「多様な働き方」論は、劣悪な職場・労働環1射、1こ

おいては、介業内の身分格差を正当化するものとして機能することにもなる。

個人契約による「職務・役割主義」を推進し、個別管理（企業による個人の成

果主義的「能力と業紙」評価）をさらに強化すれば、披犀川舌間の競7日ま一層

激化し、人間関係は悪化し、メンタルヘルス問題の教戒をもたらすであろうこ

とは想像に難くない。

労働ヒノクハンで推進する「労働力流動化」の最大のねらいは、まさに、二

宮厚美が言及‖－しているように「労働者相互の分断と競争の組織化」にあろう。

それは、ツ7働者の間の一項（正規と非正規、男と女、家族賃金と個人賃金）を

対比的に亜べて、そこに不平等・「不均等（1mbalance）」があることを認め、

雇用・賃金・労働条作は丁．身性差（老若男女等）によるのではなく労働責の「能

ノ」」のみによって決定すると主張し、労働者個々人をハラハうに分断し、能力

Ⅰ＿義的誼争に駆り立てる。その結果、正規労働者の「非正規化」、労作労働の

「女件労働化」、中高年賃金の「若く1化」、家族賃金の「個人賃金化」を押し進

め、労働賞全員を下力平準化に向かわせるほ〕ことになる。

なお、従来1分に浦川されてこなかった女刊や若年吊の戦ノブ化、高齢名の活

用、さらには留学年や卓lHJ的・技術的分野の外同人なとi多様な人々の就労参

加」促進と「社会的基盤」（7）整備をもって、タイハーシティによる企業文化創

造と口賢しようとも、その実態は、企業の利潤追求目標実現の雇用・就業形態

12



「ワーク・ライフ・バランス」をめくる新展開（荒岡）

図2　横断的労働法制の考え方（概念図）

ト∴■・◆

出所　図1にl言1し。24良

の多様化であり、低賃金で身分の不安定な使い勝手の良い井正社員の増殖した

職場文化に他ならないであろう。

加1えて、「W＆lJUでは、「労働法制・制度改隼」にも言及している。就業

形態間の垣根を低め、相Tiの流動化を　屑、促進するためト横断的な労働法制」

制定の必要を掲げている。個別の労働契約に兢つく多様な働きんや容易な労働

者移動が定君した段階で、「派遣法、バート労働法なと雇用契約・形削りの縦

割りの労働／ム制を抜本的に改め、横割りの共通ルールに再編成すべきである」～〔一・

と主張する（図2参照）。

現了の賞与と福利厚生についていえは、先の第1次報告の主脂の継承でもあ

るが、「夫片働き・申業1＿如」を前提とするものであり、それが人材流動化を

妨げ、格差助長という「壁」を形成している、とみる。終身雇用を前提に設計

された退職金の税制のありんの見由しをはじめ、税制や祉会保険制度は、労働

時間以外のすべての労働条什を均衡させるために、正社員・非止規祉員に関係

なく、配偶者控除そのものを廃止すへきであると断てしている。こうした「均

衡1化の狙いがトム標準化への導きにあることは既にみたところである。

r就業の選択にIl■立的」制度、配偶省腔除及びk件の持金問題について拙

、、



「ワーク・ライフ・ハラノス」をめくる新展開（荒岡）

稿｛7）でも検討している。わが国においては、年齢・勤続年数に対応した賃金制

度・体系であることと主たる家計維持者が男性・夫であったことと相関してい

る。

非正規社員であるパートの「就業調整」問題を解決するのであれは、「就業

の選択に小立的」な制度である基礎控除を大幅に引き卜ける政策をとる必要が

ある。課税最低限は個人単位で、その収入で最低　一人が生活できる水準に設定

されることであり、喜架税最低限の原則は“ヰ活費非課税”であるという視点が

重要である。配偶者控除・同特別控除や企業の家族手当を隼純に男女の形式的

「均衡」・「平等」性からのみ「見煎す」要求をすれば、「巾場原理主義的個人攣

†！■／化」∃宮ノの流れにのみ込まれてしまう可能性もある。

また、経済同友会の「統合化」論は、解雇ルール・制度の規制緩和を提言し

てもいる。「職務・役割主義」が定着した後は労働力の流動化が進展するとの

観点から、今後、職務・役割へ－スの契約に転換し、「働き力や職務を労働者

がHら選ぶことかできれば、企業による解雇への規制は、現イlより緩めて然る

へきlH、であり、しかも、こうした状況の進展にあっては、r企業内労働組合」

は根本的な変慣・「発展」を凶るへきだと教唆してもいる。

労働ヒソクハンの「第2段階」の攻撃の眼目は、そうした解雇規制を解除し、

企業枠を超えて出し入れ目山の柔炊な老若男女の全労働者を対象とする労働市

場の形成にある。常に謙虚で忍耐強い「日本固有の価値」を保持する無樅利労

働者の採用システムを形成しようというものであり、そのための法整備にある。

欧州のWIJB先進諸国が、長時間労働（ヘルスケア問題）や解雇の規制（安定

雇用）なと働くルール確立で対応しているのとは大違いである。

「統合化仁論の描く「真の『多様な働き〟』」実現の社会を支えるのは、再

編成された「横割りの共通ルール」であり、そのルールで成る「共通基盤法制・

Safty Net」が編まれ形成されている。同提言で言放された「桓卜一価値労働同

一賃金原則い「休暇や健康管理義務」・「最低賃金」制等が、文字通り「労働者

の権利が擁護される」実効性の高いものとして機能しうることが期待される。

なお、「調和（Balanee）」と「統合化（lntegrat10n）」との臨界は木確定で

あいまいなものである。Wl．Bの考え〟を「否定するものではないが、それに
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「ワーク・ライフ・ハランストをめくる新展開（荒岡）

付随する固定的なイメーノから脱却」が必要とする。肘川サイドの狙いや基本

的性格を継承しっっも、新たな体系的装いで修lトを遠慮がちに提案している。

その執日も、「W＆丁。1」（「統斜ヒ」論）発表の2fl前に経済同友会白身が

WLBを推奨する提斉「活ノ」ある．EJ齢ネ1会一一『′ト腔にわたるワークライフハ

ランス』の実現－」（2006咋10日）川）を公表していることも関係していよう。そ

こでは、WLl弓は「イ⊥事とそれ以外の日己実触活動を両立させ」、用会には幅

広い活力と明るい来米への展望を鼻ナえるもの」であり、「生涯にわたるワーク

ライフハランスが祉会システムとして定着していることが必要である」日と誼っ

ていた。

「斯い、OS（新・樺の神器）」なと奇を街う用只立てで「統合化1論は登

場しており、矧榊射梓は老若男女、IL睨・非l】規を問わず全ての働く人の仕事∴

生活双方へのニース対応にも及び、従来の諸施策の機能不全の弥縫策としての

性格は掛、。財界・大企業サイトのねらいを一層タイナミソクに体現する奏功

のイデオロギーとして捉案されている。「イl事」と「／七活」のインハランスを

生む凰人lの構造的同相椚・掛、41m連関什ゆえにそれらを把握し、㍊■Ⅰする上

で総合的・体系的アプロ【子は欠かせない。r相乗い「多様竹Hに関連付けた

「統合化」概念の援用はそれなりに説得的もあり、r統冊ヒ（IntegratlOn）」的

アプローチ一般はfJ効でもある。

経済同友会の新しい「統合化」論も、この2郷間の「什卦と「′1活」とに

おける「イ欄和（】mbalance）」の拡人・深化と【村民の苦悩や怒り、切実な要

求を反映せざるをえない。k峠問労働の解消や‘友定規用による経済的［l立、イ1

中と「育て・介護・ホラノティ7㌢占動等の両立を求めるツケ働晋・国民の切実な

ニースに止、えるポース　廿寺来像・施策）をとりなから、働き方の「多様机」

（価値観と時間・場所・距離）と企業仲をも超えてソフトロ丁稚な柔軟な「流動

性」（「出入りH由」）を挺「に労働ヒソクハノへと導くものといえる。装い新

たな「統合化」論展開・推進の内実は、い一）そうの長崎問・過密労側、賃金・

労働条件の引き卜げや′1清岡難を労働晋・国民に押し付けるものとな一つている。

日本の蜘二い財界が推進・強化を目指すWLB及び「W＆LI」の基本方向は、

広範な労働者の原射、とは異なる、働くルールの確立をみない中で展開されてお
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「ヮーク・ライフ・バランス」をめくる新展開（荒岡）

り、呉のWLB実現への異体的展望がみえにくいものとなっている。

Ⅳ　ワ蠣ク・ライフ・バランス実現に向けて

一おわUにかえて一

欧州のWLB先進国にみた本来のWLBをE］本で実現するためには、政府・

財界サイト主導のWLBや新い、「統合化」論の問題性を明らかにし、労働ヒノ

クハン推進に歯止めをかける必要がある。本来のWl」Bへと前進する攻勢的プ

ランを対置して臨むことが求められる。政府・財界サイドからハランスをとろ

うとして才Jち出された諸施策には労働者・国民のニースを反映したポノティフ

な諸数値目標・塙臼が含まれている。それらを異体的に実効あるものとして前

進させる取り組みが重要となる。「W＆LI」も、「隼活の質を1二げ、充実感と

幸福感を得る」12）取り組みであることを表明している。

WL Bの実現に向けて「仕事」と「生活」の「孟断口」を妨げる真【大】の把握と

そのfJ開こそが基本課題である。そこで次いで、政府・朗界サイトのWLB支

援策の巨要点の検討を通して明らかになった争点に関連付けて、WLB実現へ

の条件整備課題を提示したい。

先ず第1は、長時間・過密労働の解消と健康確保（メンタルヘルス対策）の

課題である。「健康を害するような長時間労働」・「労使による長時間労働の抑

制」の必要を掲げた「斎」動指針」に対し、「統合化」論では「『仕事偏重』の止

祉員」・「働き〟は『仕事偏重』」の云己述に留まり、明らかに長時間・過密労働

問題対策は後退している。低収入で木安定な非正規雇用も、人員削減と過重な

長時間労働・過密労働負荷にある正規雇用にも共に、仕弓・職場環境の劣化に

より過労死や過労臼殺をもヰむヘルス不全閃題の深化・拡大日がある。

企業による総和人什費抑制の成果t義的人事・賃金制度や長時間で過重負荷

の「働かせ方」にメスをいれ、企業サイトの展用責任及び労働者の心身の健康

を守る事業者試作の明確化を迫ること、すなわち、解雇や雇いlLめを規制し、

違法尤「サーヒス残業」をl「めさせ、適正な人員配置・補充、職場のヘルス対

策の責任を【甘確に果たさせることが必要である。
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第2は、′友達犀川による経済的し］立の確立である。経済的白、丁を保障する安

定した多様で良質な雇川の確保であり、健康で文化的な人側らしく充実した生

旭の亨受‖J能なt‡金の実現である。現代貧困の深化や無業者・井l「規雇用への

佳活支援の立ち遅れに「買い干巾場」優位も封云い、】不況でワーク・ライフ．

ハラ／スところではない」“、という言説にも勢いがある。ポノティプな謡明日・

数値U擦達成の取り組みに対うる過小評価をみてとれる。2008年年末から新年

にかけての「年越し派遣村」（「汁と谷公園）に集まった、し」雇い派遣労働者烏

と村民たちの「イl事lと「′1活」のハラノスの悪さは、例小するまでもなく、

貧困対策や生活改善の取り組みか待ったなしの喫緊な課題であることを教えて

いる。

政肘と経済・任業界び）貴圧で総1㌔。要の拡人に努め、良質で多様な勤務形態

（労働欄のニースに適応した柔軟な働きんを含む）による雇用機会の拡大・創

出を求める。履ml機会1一般でなく、期限の定めのない直接雇用・正規雇用

創出とl「J滑な就職が肝要である。流動化促進の呼び水としての非汀規雇用・無

業者支援ではなく、犀用創出・職業能力動文に繋がるUJ能性の高い「ノヨフ・

か一卜」・職業資格制度の普及・定着や、車㍗削・スキルの低い人向けの企業

枠を超えた多彩な公的職業斡旋や職業訓練制度（キャリア・技能形成支援）の

整備・拡充等が重要である。先ず政肘・地力臼治十本が自らの職場で働くワーキ

ンクプア屑を解消し、雇川「機会」を聞く前提として、スタソ7ィ、足の切実な

分野（教育、医療、福祉、防災等）での公的雇用を捻汁けることである。

なお、ll規雇用の過半数（519％）が咋収300ノJH未満粁5ノであり、しかも

増人傾直‖こある。彼らの低日金化・進行するトム平等化の訓／．であり、雇用確

保がL自ちに経済的日立UJ能な賃金水準実現を保障するものではないことを教え

ている。それゆえになおさら、正規鹿川の労働条件引き卜けに人きく作用して

いる非正規雇用の処遇改善と所得保降、平等待遇化が必要である。“WLB推

進は「明日への投資」”情－と諭された企業にとっても、列IF規掛目・低賃金労

働者増大による社会全体の経済的損失や将来の厚い隼活保護受給古層の滞留は

電人事のはずである。

WI」封隠進にふさわい、真の全国　律揖低托金制の確立が必要であり、それ
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らの実現は、職場・家庭・地域社会において全ての働く人が人間らしく生き、

罠らすための雁かな入植・真二存権の保障であると同時に、社会の持続的発展を

支える安定した存立基盤を確保することに他ならない。

さらに、第3は、貢のWIJB実現に向けて、日本型の総合的包括的な社会生

r占保障システム（セーフティ・ネソト）を構築することである。「統合化」論

を提∴する締済I口J友会も、「仕事・／ト活双方の充実」・「『牛沼とヒノネスライフ』

の双方の質を柚乗的に嵩める」、「“人財”の集まる魅力ある企業を造る」のが

繕′営者の第一の責務である、と言明している。望まれるは文言ではなく、人権・

／l存権を保障する実効性の高い施策であり社会的基盤の整備である。「［j己責

化」や能力］二義的競争主義を強いられる必要のない、「仕事・斗亮」全体を包

持しうる充実した保附システムの構築である。雇用（足と空耳）、所得、ネl会保

障、イ1宅なと生活基盤を包括した総合的支援が必要である。国民ニースに応え

る実効性の高いWLB支援策として確立されるためには、予堺（財源）上の碓

かな裏付けを持っ必要がある。そのためにも、政府は企業への規制を頼め、欧

州にみる「社会的責任投腎」（SRI）を求め、大企業や大資産家・富裕J曲こ社

会／1－活保障関連費用の応能負担を求めることである。

「流動化」を推進し、企業の枠を超えてンフト‖J能な“人財”（高度人材）

確保を志向する人企業は、賃金抑制と非正規雇用の増大等で東大な利益をあげ

てきている。止、能負担の工たる対象となる大企業や富裕岡の減税に関する研究

に上れば、二段近10イ口調（1998年以降）の減税分だけでも人企業に年間5兆円、

冨裕層に年間2兆日であり、「この10年間の累計では40兆日もの税収が失われ

た計算になる」■7という。社会保障関連費用の比、能負担で経一肖が1Ⅰ迫され、、ナ

ち行かなくなるわけではないが、労働者・同氏サイトからの「圧力」なしに、

経常パフォーマンスに砥触する施策に企業サイトがl：1＝下的能動的に取り組むこ

とありえない。不況を打破し、膵宿を骨て［直し、「持続可能で碓かな」社会を

実こ呪するうえでも、人企業が内部留保を活用して総合的・包括的な日本型のセー

フティネソト構築に寄与させる取り組みはますます重要性を帯びている。

以しの3つを木1に、労働ヒソクハンの第2段階の攻撃による所□山＿仁義的社

会統合化諸施策・イテオロキー操作に抗し、国民サイトからのWLBの取り組

l．、
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みの前進を作りrHしていくことが強く求められている。

日本は、欧州のWLB先進諸国と比へて長時間労働や解雇規制なと働くルー

ルつくりの立ち遅れた国であり、このことがWLl弓実現の最人のネ′クとな「

ている。先のWIJIiには国艮要求を反映したポソティフな部分がみられたが、

しかし、同時に「行動指針」では、わざわざ、それらの「実現度指標は、目標

として設定するものではなく、仕事と′日下の調和の進展度合いを測るものであ

る」州〕（傍点筆者）と付記している。こうした姿勢からは、人企業の健康配慮

義務をはじめコノプライア／ス（汰令川侶－）への赦制力は弱く、実効性の乏し

い「数値目標芦となる可能件は高い。財界・政府サイトの掲げる刀働時問侮縮

及び同旧懐も、彼らの達成への捕え川本か怪しく、それらは「残業代セロ汰案」

なとと指摘された「ホワイトカラー・エクセンプン′ヨン」に象徴される労働ヒッ

クハン推進施策に溶解されかねない脆弱なものである。

21世紀型働き方モテル・「統合化」論からの只体的展開は、「横断的な′労働は

制」・「福利厚生、退職企」の見出し、「解雇ルール1制定、個人単位の成黒＿L

義的競争t義（職務・役誓りへ－スの人ポ・報酬制度）の遂イJ一なとを適して、労

働条作を国際競争力の条件にして、労働ヒノクハ／のさらなる強化路線たるこ

とが想定される。これまでの検討からも、「仕車」と「′上は」との深刻な「不

調和（lmbalance）トをff＝むI■洞は、人什即日制をはじめ劣化した什事・職場

環境を押し付ける則捏・人企業の労働は制の「規制緩和」・「構造改・芋」路線に

あり、新自由主義的路線による賃金抑制や増税・社会保障l‘川城なと国民性活破

壊の構造的問題であることは明らかである。「WIJIiノ・責草」・「寺」動指針」等で

掲げられたボンティフな批長堀∩・数値R標か、「調和」や「統合化」のあい

まいな概念操作の臨界のなかで宿解され画餅化に帰すことがなきよう、収り糾

みの軸足を移す必要がある。政府・財界サイトが抑付け誘導する競争工義的個

人対応から、働くルールの確立された人俸・／H桁保障への移行である。

さらに重要なことは、労働基準法で明確に規制しうる佃くルールを確立し、

ルール違反した場合には罰則で臨むという確岡とした対応とそれを支えるl世代

や性別、企業の枠を超えた新しい多様な“八r司・連帯”の形成である。とりわ

け、「什事」と「ヰ活」の調整を妨げる憎」と日々ド・Jき合う「就業苗と失業
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者との結合、止規雇用と非正規雇用の協力」拍）は不可欠である。わが国におけ

るそうした新しい段階での多様で柔軟な取り組みの前進は、全ての働く人々が

それそれのライフステーソで／Ⅰ活の充実感を実感でき、WLB社会実現への確

かな展開を確信するにちかいない。
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